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1 計画の概要 

 

1－1 計画の趣旨 

 

平成 7 年 1 月の阪神・淡路大震災では、地震により 6,434 人※の尊い命が奪われ、約 25

万棟に及ぶ住宅・建築物の倒壊等甚大な被害をもたらしました。このうち地震による直接

的な死者数は 5,502 人※であり、さらに、この約 9 割の 4,831 人※が住宅・建築物の倒壊等

（10 万棟を超える家が全壊）によるものでした。 

この教訓を踏まえて、国は、平成 7 年 10 月に建築物の耐震改修の促進に関する法律（平

成 7 年 12 月施行。以下「耐震改修促進法」という。）を制定し、建築物の耐震化に取り組

むとともに、平成 17 年 11 月の改正によって、市町村による計画の策定が規定されました。 

平成23年3月に発生した東日本大震災では、大規模建築物の利用者に死傷者が出たほか、

庁舎が使用不能になるなど、多数の者が利用する建築物や防災上重要な機能を果たす建築

物の耐震化の重要性が改めて認識されるようになりました。 

平成 25 年には、南海トラフ巨大地震の発生確率が 30 年間で 70％に見直され、国の被害

想定によれば、その発生による太平洋側への被害は広域かつ甚大なものになると想定され

ており、県内にも大きな被害が及ぶものと想定されています。 

同年 11 月には、耐震改修促進法が改正され、不特定多数の者が利用する大規模建築物に

おける耐震診断と結果の公表の義務付けや、耐震改修を円滑に促進するために耐震改修工

法の認定基準を緩和するなどの改正が行われ、建築物の耐震改修に対する取組が強化され

ました。 

また、平成 27 年 6 月に国の国土強靭化推進本部において、「国土強靭化アクションプラ

ン 2015」が決定されました。この中で国は、住宅の耐震化率を平成 25 年時点の 82％から

平成 32 年までに 95％、多数の者が利用する建築物の耐震化率を平成 25 年の 85％から平成

32 年までに 95％に引き上げることを目標とする方針が提示されました。 

東近江市は、これらの動きを踏まえ、耐震改修促進法の改正や国の基本方針、県の耐震

化促進計画との整合を図る必要性から、平成 27 年度までを計画期間とした「東近江市既存

建築物耐震改修促進計画」の見直しを行い、住宅・建築物の耐震化施策を総合的に進めま

す。 

 

※出典「消防庁 平成17年度」 
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1－2 計画の目的等  

（1）計画の目的 

本計画は、地震発生時における建築物の倒壊等の被害から市民の生命・身体及び財産を

保護し、同時に迅速な復旧・復興を達成するため、東近江市と県が連携して、市内の建築

物の耐震診断及び耐震改修を計画的に促進するための方法及び基本的な枠組を定めるこ

とを目的とします。 

 

（2）計画の位置付け 

本計画は、耐震改修促進法第 6 条及び国が定めた建築物の耐震診断及び耐震改修の促進

を図るための基本的な方針に基づき、東近江市の耐震改修の促進に関する総合的な計画と

して作成します。 

具体的には、本計画の上位計画に当たる滋賀県既存建築物耐震改修促進計画や東近江市

国土強靭化計画、東近江市地域防災計画に基づき、防災上重要な建築物や公共施設の耐震

化を重点的に推進するとともに、耐震性向上の必要性に関する知識の普及・啓発を行い、

市内にある建築物の耐震診断・耐震改修の計画的な促進のための指針として位置付けます。 

 

（3）計画の役割 

本計画は、本市、県、建築関係団体、建築物所有者、建築技術者等がそれぞれの役割を

果たし、互いに連携を図り、耐震改修促進法に基づき既存建築物の耐震診断・耐震改修

を促進するためのマスタープラン（基本計画）とします。 

 

（4）計画の期間及び対象区域 

本計画の実施期間は、平成 28 年度から平成 37 年度までの 10 年間とします。 

なお、本計画で定めた目標については、適宜、進捗状況の点検を行い、必要に応じ見直

しを行います。 

本計画の対象区域は、東近江市内全域とします。 

 

 

1－3 本計画で扱う建築物の名称  

耐震改修促進法の改正に伴い、本計画で用いる建築物等を示す名称は、現行計画に記載

されている建築物の名称と違いがあります。ここでは、本計画で扱う建築物等の名称を整

理して記載します。 

  

○ 既存耐震不適格建築物 

地震に対する安全性について、建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定
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に適合しない建築物で、同法第 3 条第 2 項の規定の適用を受けているものです。 

○ 特定既存耐震不適格建築物 

 耐震改修促進法の改正に伴い、「特定建築物」と規定されていた建築物のうち、現行の

耐震基準を満たさない建築物は、「特定既存耐震不適格建築物」として定義されています。   

また、耐震診断結果の報告が義務付けられる建築物として「要緊急安全確認大規模建

築」及び「要安全確認計画記載建築物」が新たに規定されました。本計画ではこれらを

総称して「特定既存耐震不適格建築物等」と呼ぶこととします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

○ 通行障害建築物 

 地震によって倒壊した場合において、その敷地に接するこの計画により指定された道

路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがある建築物をいいます。 

 

○ 建築物集合地域通過道路等 

 相当数の建築物が集合し、又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路

や避難場所と連絡する道路等で、地震が発生した場合においてその通行を確保すること

が必要な道路として知事又は市長が認めるものです。 

 

○ 多数の者が利用する建築物 

特定既存耐震不適格建築物等のうち、一部の用途については「多数の者が利用する建

築物」とされており、国の基本方針でもこの語が用いられています。（法第 14 条第 1 号、

種   類 内     容 

要緊急安全確認大

規模建築物 

（表5－2） 

法附則第3条に規定する地震に対する安全性を緊急に確かめる必要が

ある既存耐震不適格建築物で、所有者に耐震診断結果の報告が義務付け

られています。 

・不特定かつ多数の者が利用する大規模建築物 

・避難確保上、特に配慮を要する者が利用する大規模建築物 

・一定数量以上の危険物を取り扱う大規模建築物 

要安全確認計画

記載建築物 

（表5－1） 

法第5条第3項第１号、第2号、第6条第3項第1号で規定する「都道府県

耐震改修促進計画」「市町村耐震改修促進計画」に定められた既存耐震

不適格建築物で、所有者に耐震診断結果の報告が義務付けられていま

す。 

・病院、官公署等の公益上必要な建築物 

・建築物集合地域通過道路等の通行障害建築物 

特定既存耐震不

適格建築物 

（表5－3） 

法第14条に規定する既存耐震不適格建築物で、所有者に耐震診断・耐

震改修の努力義務が義務付けられています。 

・多数の者が利用する大規模建築物 

・一定数量以上の危険物を取り扱う建築物 

・避難路沿道等の通行障害建築物 
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附則第 3 条）前計画においては、「特定建築物」全体の耐震化率について目標値を定めて

いましたが、国の基本方針に基づき、「多数の者が利用する建築物」の耐震化率について

の目標値を定めます。 

 

特
定
建
築
物

法
改
正

要安全確認計画記載建築物

特定既存耐震不適格建築物

要緊急安全確認大規模建築物

不特定多数

の者が利用

する建築物

地震発生時に
通行を確保すべ
き道路の沿道建
築物

危険物の

貯蔵・処

理を行う

建築物

防災拠点施設等

避難に配慮

を要する者

が利用する

建築物

賃貸住宅、事務所・・・

避難路沿道
建築物

多数の者が利用する建築物

特定既存耐震不適格建築物等

耐震診断が義務化された建築物

要緊急安全確認大規模建築物

要安全確認計画記載建築物

 

図 1－1 特定建築物と特定既存耐震不適格建築物等 
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鈴鹿東縁 
断層帯 

養老・桑名・
四日市断層帯 

鈴鹿西縁 
断層帯 

2 耐震化の現状と目標 

 

2－1 想定される地震の規模、想定される被害の状況 

本市において発生が指摘されている地震の

規模、人的被害・建築物被害の想定を下表に示

します。 

特に、「南海トラフ巨大地震」については、「南

海トラフ地震防災対策推進地域※1」に指定され

ており、大きな被害が想定されます。発生確率

（30 年以内）は、70％程度と高く、注視する必

要があります。 

また、滋賀県及びその周辺の断層帯には、「琵

琶湖西岸断層帯」、「柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯」、「鈴

鹿西縁断層帯」、「鈴鹿東縁断層帯」、「養老・桑

名・四日市断層帯」などがあり、さらに、過去

に地表で活断層が認められない地点において地

震が発生したことがあったことから、これら以

外でも地震が起きることを想定しておく必要

があります。 

 

表2－1 想定される地震の発生確率と規模  

想定地震 発生確率（100年） 規模（Mj） 

琵琶湖西岸断層帯 4％～10％ 7.8 

柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯 ほぼ0％ 8.2 

鈴鹿西縁断層帯 0.3％～0.6％ 7.6 

鈴鹿東縁断層帯 ほぼ0％～0.2％ 7.5 

養老・桑名・四日市断層帯 0％～3％ 7.7 

南海トラフ巨大地震 70％程度（30年） 9.0（Mw） 

出典：東近江市防災アセスメント調査/平成25年3月、地震調査研究推進本部/平成27年2月  

※1 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第 3 条 

図2－1 東近江市周辺の活断層分布図 
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表2－2 地震被害想定総括表（内陸活断層による地震） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     出典：東近江市防災アセスメント調査／平成25年3月 
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表2－3 地震被害想定総括表（海溝型地震） 

被害種別・項目・時期 単位 
南海トラフ

巨大地震 

建
物
被
害 

全壊棟数（住家は戸数を棟数として算定） 
棟 

388 

半壊棟数（住家は戸数を棟数として算定） 3,434 

全焼棟数 

夏 正午 風速 8m/sec 

棟 

- 

冬 夕方 風速 8m/sec - 

冬 深夜 風速 8m/sec - 

全壊・全焼棟数 

合計 

夏 正午 風速 8m/sec 

棟 

338 

冬 夕方 風速 8m/sec 338 

冬 深夜 風速 8m/sec 338 

人
的
被
害 

死者数 

夏 正午 風速 8m/sec 

人 

6 

冬 夕方 風速 8m/sec 11 

冬 深夜 風速 8m/sec 14 

負傷者数 

夏 正午 風速 8m/sec 171 

冬 夕方 風速 8m/sec 208 

冬 深夜 風速 8m/sec 457 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
機
能
支
障 

電力供給施設： 

停電件数 
停電口数 

地震直後 

軒 

75,927 

１日後 53,535 

２日後 33,178 

３日後 19,372 

１週間後 194 

上水道施設： 

断水人口 
断水人口 

地震直後 

人 

59,265 

１日後 77,683 

２日後 68,656 

３日後 57,946 

１週間後 30,763 

１ヶ月後 3,016 

２ヶ月後 132 

３ヶ月後 6 

避
難
者 

避難所生活者 

１日後 

人 

 

1,129 

３日後 3,173 

１週間後 3,336 

１ヶ月後 840 

想定最大震度 6 強 

                        出典：滋賀県地震被害想定／平成26年3月 
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2－2 耐震化の現状 

「建築物の耐震化」とは、建築物の地震に対する安全性を確保することです。 

「耐震性を満たす建築物」とは、建築基準法の耐震基準に関する改正が昭和 56 年 6 月 1

日に施行され、新耐震設計法が導入されたことから、これ以降に建築された建築物（「新

基準建築物」）と、この時期以前に建築された建築物の中で耐震診断調査結果により耐震

性を満たす建築物、耐震改修工事等により耐震化した建築物が該当します。 

「耐震性が不十分な建築物」とは、昭和 56 年 6 月以前に旧の耐震基準により建築され

た建築物のうち、上記の診断調査結果により耐震性を満たす建築物と耐震改修工事等によ

り耐震化した建築物を除く建築物が該当します。 

 

（1）住宅 

1）住宅を取り巻く環境 

本市の人口は、平成 17 年の 116,797 人をピークに減少に転じ、平成 22 年に 115,479 人

となりました。将来人口については、東近江市人口ビジョンで平成 32 年の将来推計人口

を 111,739 人としており、これを本計画の将来人口とします。 

世帯数は、世帯当たり人数の減少により増加が続き、平成 22 年に 38,870 世帯となり、

将来世帯数は、将来人口をもとに平成 32 年で 42,230 世帯、平成 37 年で 42,793 世帯と推

計します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 東近江市の人口・世帯数の推移 

資料：昭和 60 年～平成 22 年は国勢調査 

   平成 27・32・37 年人口は、東近江市人口ビジョン(2015.10.27)の推計人口 

   平成 27・32・37 年世帯数は、推計人口と世帯数の伸びから推計した。 
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2）住宅の耐震化の現状 

令和 2 年現在、本市の住宅総数は、41,380 戸であり、うち「耐震性を満たす住宅」は、

34,055 戸、「耐震性が不十分な住宅」は、7,325 戸と推計されます。 

住宅総数の中で「耐震性を満たす住宅」の比率（耐震化率）は、82.3％となります。 

 

表 2－4 住宅の耐震化の現状（令和 2 年現在・推計） 

                （戸） 

建
て
方 

構 造 

旧耐震基準住宅 

新耐震 

基準住宅 

住 宅 

（合計） 

耐震性を

満 た す 

住  宅 

耐震化 

率 総 数 

 

耐震性有 耐震性無 

a=b+c b c d e=a+d f=b+d g=f/e 

戸建 

住宅 

木 造 9,440 2,623 6,817 20,750 30,190 23,373 77.4% 

非木造 398 223 175 1,152 1,550 1,375 88.7% 

小 計 9,838 2,846 6,992 21,902 31,470 24,748 78.0% 

共同 

住宅 

木 造 87 29 58 1,023 1,110 1,052 94.8% 

非木造 983 708 275 7,547 8,530 8,255 96.8% 

小 計 1,070 737 333 8,570 9,640 9,307 96.5% 

住宅総数 10,908 3,583 7,325 30,472 41,380 34,055 82.3% 

備考：平成 30 年住宅・土地統計調査より推計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注1 昭和56年5月以前の耐震性ありの割合（木造26.3%、非木造55.3%）は、全国の推計値に合わせた。 

注2 耐震改修実績は、平成30年住宅・土地統計調査により東近江市の実績から推計した。 

注3 昭和56年6月以降は、全て耐震性能を有するものとした。 

図 2－3 住宅の耐震化の現状（令和 2 年現在・推計） 

耐震性が不十分

7,325戸

住宅総数
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新耐震基準

30,472戸

新耐震基準

30,472戸
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8.7%

（戸）
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（2）特定既存耐震不適格建築物等 

1）特定既存耐震不適格建築物等の現状 

耐震改修促進法第 14 条に定める特定既存耐震不適格建築物等の用途別棟数は、表 2－5

に示すようになっています。 

庁舎・学校など多数の者が利用する建築物（法第 14 条第 1 号関係のうち、昭和 56 年 5

月以前に建築された建築物）は、令和 2 年現在、公共建築物が 31 棟、民間建築物が 40 棟

で計 71 棟あります。 

石油類など危険物を取り扱う建築物（法第 14 条第 2 号関係のうち、昭和 56 年 5 月以前

に建築された建築物）は、令和 2 年現在、計 31 棟で、すべてが民間建築物です。 

地震によって倒壊した場合において敷地に接する道路の通行を妨げ円滑な避難を困難

とするおそれがある建築物（法第 14 条第 3 号関係のうち、昭和 56 年 5 月以前に建築され

た建築物）は、令和 2 年現在、計 81 棟で、すべてが民間建築物です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4 道路を塞ぐおそれがある住宅･建築物（国土交通省ホームページより） 

 

2）多数の者が利用する建築物の耐震化率（表 2－5 参照） 

多数の者が利用する建築物（法第 14 条第 1 号関係）は総数 407 棟で、うち「耐震性を

満たす建築物」は 377 棟、耐震化率は 92.6％になっており、令和 2 年度の目標値 95.0％

を下回っています。 

公共建築物と民間建築物で比較すると、公共建築物については、総数 134 棟のうち全て

が耐震性を満たすことから、耐震化率は 100％となり、民間建築物は、総数 273 棟のうち

243 棟が耐震性を満たすことから、耐震化率 89.0％となります。 

こうしたことから、民間建築物の耐震化が目標達成のため重要であるといえます。 
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表 2－5 特定既存耐震不適格建築物等の現状（令和 2 年現在） 

（単位：棟） 

法 区分 
建築物 

用途 

公共 

民間 

昭和 56 年

5 月以前の

建築物 

① 

昭和 56 年

6 月以降の

建築物 

② 

建築物数 

③ 

(①+②) 

①のうち

耐震性有

建築物数 

④ 

耐震性有

建築物数 

⑤ 

(②+④) 

耐震化率 

(⑤/③) 

法
第
14
条
第
１
号 

災害時に重
要な機能を
果たす建築
物 

市役所、警察署、

消防署、幼稚園、

小中学校､高校､

病院、診療所、

老人ホーム、老

人福祉センタ

ー、体育館等 

合計 31 99 130 29 128 98.5% 

公共 28 77 105 28 105 100.0% 

民間 3 22 25 1 23 92.0% 

不特定多数
の者が利用
する建築物 

百貨店、飲食店、

ホテル･旅館、映

画館、遊技場、

美術館、博物館、

銀行等 

合計 5 55 60 2 57 95.0% 

公共 0 7 7 0 7 100.0% 

民間 5 48 53 2 50 94.3% 

特定多数の
者が利用す
る建築物 

賃貸住宅（共同

住宅に限る）寄

宿舎、下宿、事

務所、工場等 

合計 32 171 203 7 178 87.7% 

公共 0 8 8 0 8 100.0% 

民間 32 163 195 7 170 87.2% 

公営住宅 合計 3 11 14 3 14 100.0% 

合計 

合計 71 336 407 41 377 92.6% 

公共 31 103 134 31 134 100.0% 

民間 40 233 273 10 243 89.0% 

       

法 建築物用途 
公共 

民間 
昭和 56 年 5 月以前の 

建築物① 

①のうち 

耐震性有建築物数 

第
２
号 

危険物を取り扱う建築物 

合計 31 0 

公共 0 0 

民間 31 0 

第
３
号 

地震によって倒壊した場

合において敷地に接する

道路の通行を妨げて円滑

な避難を困難とするおそ

れがある建築物 

合計 81 0 

公共 0 0 

民間 81 0 

資料：令和 2 年東近江市特定建築物台帳より集計 

※公共(建築物)は、市・県・国等が所有する建築物を示す。 

※多数の者が利用する建築物は、旧耐震基準の建築物を昭和 56 年 5 月以前に建築されたもの、新
耐震基準の建築物は昭和 56 年 6 月以降に建築されたものに分けて集計した。 

※耐震性ありの数値は、耐震診断の結果耐震性を有することが確認されたもの、並びに耐震改修を
実施した棟数。 
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（3）公共（市有）建築物の現状 

①要緊急安全確認大規模建築物 

本市が所有する要緊急安全確認大規模建築物は、令和 2 年 3 月現在、11 棟あります。耐

震診断の結果耐震性が不足する 8 棟については、耐震改修工事を実施しており、全ての建

物の耐震化が図られています。 

 

  ②要安全確認計画記載建築物 

耐震改修や移転により市本庁舎や各支所について耐震化が図られていることから、要安

全確認計画記載建築物の指定はされていません。 

 

  ③特定既存耐震不適格建築物 

庁舎・学校など多数の者が利用する建築物（法第 14 条第 1 号関係）のうち、昭和 56 年

5 月以前に建築された建築物は 23 棟で、全ての建築物が耐震改修等により「耐震性を満た

す建築物」となっています。 

 

表2－6 公共（市有）建築物の現状 

建築物名称 

耐震診断・改修 

備考 

要緊急安全

確認大規模

建築物 

耐震診断 

実施状況 

耐震改修 

実施状況 
耐震性 

東近江市役所（旧八日市市役所） ○ ○ ○  ○ 

能登川支所（旧能登川町役場） ○ ○ ○   

御園小学校 ○ ○ ○  ○ 

八日市西小学校 ○ ○ ○  ○ 

布引小学校 ○ ○ ○  ○ 

能登川東小学校 ○ ○ ○  ○ 

能登川西小学校 ○ ○ ○   

能登川南小学校 ○ ○ ○  ○ 

湖東第一小学校 ○ ○ ○  ○ 

湖東第二小学校 ○ ‐ ○  ○ 

湖東第三小学校 ○ ‐ ○  ○ 

蒲生東小学校 ○ ○ ○   

玉園中学校 ○ ○ ○   

湖東中学校 ○ ○ ○   

愛東中学校 ○ ○ ○   
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建築物名称 

耐震診断・改修 

備考 

要緊急安全

確認大規模

建築物 

耐震診断 

実施状況 

耐震改修 

実施状況 
耐震性 

朝桜中学校 ○ ‐ ○  ○ 

永源寺中学校 ○ ○ ○ 校舎棟 ○ 

永源寺中学校 ○ ○ ○ 体育館  

能登川第一幼稚園 ○ ○ ○   

能登川第二幼稚園 ○ ○ ○   

旧能登川中央公民館 ○ ○ ○   

東近江市五個荘体育館 ○ ○ ○   

東近江市湖東体育館 ○ ○ ○   
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2－3 耐震改修実施に関する目標の設定 

国では、「新成長戦略」（平成 22 年 6 月閣議決定）、「住生活基本計画（全国計画）」（平

成 23 年 3 月閣議決定）などの計画で、住宅の耐震化率を平成 32 年に 95％にするとした目

標が設定されています。 

また、「国土強靭化アクションプラン」においては、多数の者が利用する建築物の耐震

化率を平成 32 年度に 95％との目標設定が示されています。 

県計画では、住宅及び建築物の耐震化の目標を、国の各計画に即しつつ、10 年後の数値

を最終目標値として定めています。 

この目標を踏まえ、県が定めた平成 37 年の目標に準じて、住宅の耐震化率を 95％、多

数の者が利用する建築物の耐震化率を 96.5％とすることを目標として、耐震改修促進に取

り組みます。 

 

 

 

 

 

 

なお、公共建築物については、不特定多数の利用者が多く、また、災害時の救助・避難

拠点として重要な役割を果たす施設が多いことから、防災上特に重要な施設については、

平成 30 年度に耐震化率を 100％とすることを目標として、取り組みます。 

その他の公共建築物については、建物用途や建物特性等によって耐震化率の水準に差が

あることから、全ての建築物について一律に耐震化率の向上を目指すのではなく、建築物

の用途や立地条件を踏まえた耐震化促進の優先順位を設定し、効率的・効果的な施策展開

によって、耐震化の促進を図ります。 

 

 

 

 
 

耐震化の目標 

住宅の耐震化率 ：平成 32 年に 90％ ⇒ 平成 37 年に 95.0％ 

多数の者が利用する建築物の耐震化率 

：平成 32 年に 95％ ⇒ 平成 37 年に 96.5％ 
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（1）住宅の耐震化の目標  

本市の住宅総数は、住宅・土地統計調査（総務省）を基に推計すると、平成 27 年度は

36,470 戸、令和 2 年度で 41,380 戸から、令和 7 年度に 42,754 戸と想定されます。このう

ち、令和 7 年度時点で耐震性が不十分とみなされる住宅数は、5,857 戸（13.7％）で、自

然更新による令和 7 年度の耐震化率は 86.3％となります。 

令和 7 年度の目標 95％を達成するためには、施策促進により 3,719 戸の耐震化を図るこ

とを目標とします。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

※令和 2 年度及び令和 7 年度予測は平成 30 年住宅・土地統計調査を基にした推計結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－5 住宅の耐震化の現状と目標 

平成 27 年度      令和 2 年度（実績）    令和 7 年度（目標） 

 

 

令和 2 年度～令和 7 年度までの改修戸数     ：             505 戸（101 戸／年） 

令和 7 年度の耐震化率が 95％となる戸数     ：           目標設定戸数 40,616 戸 

目標（耐震化率 95％）達成に必要な改修戸数  ：            3,719 戸（744 戸/年） 

総 数：36,470 戸 

耐震性不十分：10,077 戸 

耐 震 化 率：   72.4％ 

総 数：41,380 戸 

耐震性不十分： 7,325 戸 

耐 震 化 率：  82.3％ 

総 数：42,754 戸 

耐震性不十分： 5,857 戸 

耐 震 化 率：  95.0％ 
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（2）多数の者が利用する建築物の耐震化の目標 
多数の者が利用する建築物の耐震化率は、令和 2 年度調査では 92.6％であり、国が定め

る基本方針における令和 2 年度までの耐震化目標値 95.0％を下回っています。 

令和 7 年度の耐震化率目標値 96.5％を達成するためには、特定既存耐震不適格建築物の

建替え等による更新を含めて 16 棟の耐震化を目標として取り組みます。 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度       令和 2 年度（実績）     令和 7 年度（目標） 

 

 

平成 37 年度の耐震化率が 96.5％となる棟数    ：             目標設定棟数 393 棟 

目標（耐震化率 96.5％）達成に必要な改修棟数  ：              16 棟 

 

総数      ： 310 棟 

耐震性不十分：  32 棟 

耐震化率   ： 89.7％ 

総数        ： 407 棟 

耐震性不十分 ：  30 棟 

耐震化率     ： 92.6％ 

総数        ： 407 棟 

耐震性不十分 ：  14 棟 

耐震化率     ：  96.5％ 

耐震性が不十分

32棟
耐震性が不十分

30棟

施策効果

16棟

耐震性を満たす

278棟

耐震性を満たす

377棟

耐震性を満たす

377棟

0
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平成27年度 令和2年度（実績） 令和7年度（目標）
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（棟）

耐震性が不十分

14棟

耐震性を

満たす

393棟

96.6％

図 2－6 多数の者が利用する建築物の耐震化の現状と目標 
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（3）市が所有する公共建築物の耐震化の目標 

公共建築物の多くは、災害時に防災拠点や避難場所としての役割を果たすことが期待

されており、災害時にこれらの機能が十分発揮されるよう、これまでも積極的に耐震化

に取り組んでいます。 

市役所本庁舎、各支所、各地区の小学校及びコミュニティセンターを防災拠点として

位置付け、土砂災害や水害の危険のない場所に立地する小中学校等を指定避難所として

位置付けています。特に避難所として位置付けられた公共施設は、災害時における市民

の生命の安全を確保するという観点から重点的に対策を進め、令和2年度時点で全ての避

難所の耐震化を完了しています。 

 

表2－7 指定避難所 

地域 防災地区 避難所施設名 
使用区分 

備考 
大雨 地震 

八 

日 

市 

平 田 

平田コミュニティセンター ○ ○   

八日市西小学校 ○ ○   

平田体育館 ○ ○   

八日市養護学校 ○ ○   

市 辺 

船岡中学校 ○ ○   

市辺コミュニティセンター ○ ○   

あかね幼児園 ○ ○  

びわこ学院大学 

びわこ学院大学短期大学部 
○ ○   

玉 緒 

玉緒小学校 ○ ○   

玉緒コミュニティセンター ○ ○   

玉緒幼稚園 ○ ○   

御 園 

御園コミュニティセンター ○ ○   

八日市寺小規模保育事業所 ○ ○   

わかば幼児園 ○ ○   

御園小学校 ○ ○   

玉園中学校 ○ ○   

建 部 

建部コミュニティセンター ○ ○   

建部幼稚園 ○ ○   

ウェルネス八日市 ○ ○   

八日市北小学校 ○ ○   

中 野 

布引小学校 ○ ○   

中野むくのき幼児園 ○ ○   

箕作小学校 ○ ○   

中野コミュニティセンター ○ ○   

保健子育て複合施設ハピネス ○ ○   

八日市 

八日市高等学校 ○ ○   

八日市幼稚園 ○ ○   

八日市コミュニティセンター ○ ○   

東近江大凧会館 ○ ○   

八日市図書館 ○ ○   

南 部 

八日市南高等学校 ○ ○   

聖徳中学校 ○ ○   

南部コミュニティセンター ○ ○   

八日市南小学校 ○ ○   

ひまわり幼児園 ○ ○   
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地域 防災地区 避難所施設名 
使用区分 

備考 
大雨 地震 

永 

源 

寺 

市 原 

市原小学校 ○ ○   

ふるさと文化体験学習館 ○ ○   

永源寺運動公園体育館 ○ ○   

永源寺もみじ幼児園 ○ ○   

山 上 

山上小学校 ○ ○   

永源寺中学校 ○ ○   

永源寺コミュニティセンター ○ ○   

東近江市社会福祉協議会ゆうあいの家 ○ ○   

旧甲津畑小学校体育館 × ○   

鈴鹿の里 
木地師やまの子の家 （○） ○   

鈴鹿の里コミュニティセンター （○） １階のみ使用   

五 

個 

荘 

五個荘 

さくらんぼ幼児園 ○ ○   

五個荘北幼稚園 ○ ○   

五個荘小学校 ２階以上使用 ○   

五個荘中学校 ○ ○   

五個荘コミュニティセンター ○ ○   

てんびんの里文化学習センター ２階以上使用 ○   

ぷらざ三方よし ○ ○   

五個荘あさひ幼児園 ○ ○   

五個荘体育館 ○ ○   

愛 

東 

愛東北 

愛東中学校 ○ ○   

愛東コミュニティセンター ○ ○   

愛東北小学校 ○ ○   

愛東南 

あいとうエコプラザ菜の花館 ○ ○   

愛東支所 ○ ○   

愛東南小学校 ○ ○   

愛東あいあい幼稚園 ○ ○   

おくのの運動公園体育館 ○ ○   

湖 
東 

湖東第一 
湖東第一小学校 ○ ○   

湖東ひばり保育園 ○ ○   

湖東第二 
湖東第二小学校 ○ ○   

湖東中学校 ○ ○   

湖東第三 

湖東第三小学校 ○ ○   

ひばり公園 みすまの館 ○ ○   

湖東コミュニティセンター ○ ○   

湖東体育館 ○ ○   

能 

登 

川 

能登川東 

能登川東小学校 ○ ○   

学校法人ヴォーリズ学園 

そらの鳥こども園 
○ ○   

やわらぎホール ２階以上使用 ○   

能登川障害福祉センター水車野園 × ○   

能登川にじいろ幼児園 ○ ○   

能登川コミュニティセンター ２階以上使用 ○   

能登川西 

能登川西小学校 ○ ○   

ちどり幼児園 ○ ○   

能登川高等学校 ３階以上使用 ○   

能登川南 

能登川あおぞら幼児園 ２階以上使用 ○   

能登川中学校 ２階以上使用 ○   

能登川南小学校 ３階以上使用 ○   

能登川保健センター ３階以上使用 ○   

能登川アリーナ ○ ○   

能登川北 能登川北小学校 ２階以上使用 ○   
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地域 防災地区 避難所施設名 
使用区分 

備考 
大雨 地震 

蒲 

生 

蒲生東 蒲生東小学校 ○ ○   

蒲生西 

蒲生西小学校 ○ ○   

朝桜中学校 ○ ○   

東近江市社会福祉協議会デイサービスセ

ンターあさひの 
○ ○   

あかね文化ホール 

（蒲生コミュニティセンター） 
○ ○   

東近江市社会福祉協議会せせらぎ ○ ○   

長峰幼稚園 ○ ○   

蒲生体育館 ○ ○   

蒲生北 蒲生北小学校 ○ ○   

資料：東近江市地域防災計画 

表2－8 地域福祉避難所 

地域 防災地区 福祉避難所 耐震性 

八日市 

平田 八日市養護学校 ○ 

市辺 船岡中学校 ○ 

玉緒 玉緒小学校 ○ 

御園 御園小学校 ○ 

建部 ウェルネス八日市 ○ 

中野 箕作小学校 ○ 

八日市 市役所本庁 ○ 

南部 八日市南小学校 ○ 

永源寺 

市原 ふるさと文化体験学習館 ○ 

山上 山上小学校 ○ 

鈴鹿の里 鈴鹿の里コミュニティセンター ○ 

五個荘 五個荘 五個荘小学校（校舎） ○ 

愛東 
愛東北 愛東北小学校 ○ 

愛東南 愛東南小学校 ○ 

湖東 

湖東第一 湖東第一小学校 ○ 

湖東第二 湖東第二小学校 ○ 

湖東第三 湖東第三小学校 ○ 

能登川 

能登川東 能登川東小学校 ○ 

能登川西 能登川西小学校 ○ 

能登川南 能登川中学校、能登川保健センター ○ 

能登川北 能登川北小学校 ○ 

蒲生 

蒲生東 蒲生東小学校 ○ 

蒲生西 蒲生西小学校 ○ 

蒲生北 蒲生北小学校 ○ 

資料：東近江市地域防災計画 
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3 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に

関する事項 
 

3－1 耐震診断・耐震改修の促進に関する基本的な取組方針 

「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」（平成18年1月25

日 国土交通省告示第184号）において、住宅・建築物の所有者等が地域防災対策を自ら

の問題、地域の問題として意識して取り組むことが不可欠であるとしています。 

建築物の耐震化を促進するためには、住宅・建築物の所有者等が自主的に耐震化に取り

組むことが大切です。「自らの命や財産は自ら守る」ということが大原則であり、住宅・建

築物の所有者等は、このことを十分に認識して、自らの努力のもとで耐震化を進めること

が重要です。 

こうした所有者等の取組を行政としてできる限り支援するという観点から、耐震化に対

する情報不足や費用負担の問題など、耐震化が促進されない要因となっている課題を解決

又は軽減することを基本方針として、県及び建築関係団体等と連携して環境の整備や負担

軽減のための制度の構築など必要な施策を講じることとします。以下に示す地域は、地震

時に大きな被害が想定されることから「重点的に耐震化すべき地域」として耐震化の促進

に努めます。 

①古い木造住宅等の密集地域 

②軟弱な地盤の地域、断層に近い地域 

 

以下に示す建築物は、災害時の拠点となる施設や多数の市民が集まる施設等であり、

「重点的に耐震化すべき建築物」として耐震化の促進に努めます。 

①災害時に重要な機能を果たす建築物（災害対策本部、病院・診療所、避難所等） 

②生活の基盤となる建築物（住宅等） 

③多数の人々に利用される建築物（ショッピングセンター、ホテル等） 

④災害時に多大な被害につながるおそれがある建築物（危険物貯蔵施設等） 

⑤倒壊により緊急車両の通行や住民の避難の妨げとなる建築物（緊急輸送道路や避難

路沿いの建築物） 
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表 3－1 耐震診断・改修促進施策の実施機関と役割 

施 策 実施機関 実施する施策の内容 

 

 普及・啓発 

 滋賀県 

・地震防災対策情報に関するテレビ番組の制作・放映に

よる啓発 

・パンフレットの設置 

・広告、耐震化啓発セミナー、出前講座による啓発 

・情報の提供（概算的平均的工事費用、被害想定、地震

動予測等の地震関連情報等の提供） 

・既存建築物の耐震相談窓口の開設 

・防災関連機関との連携 

東近江市 

・建築物防災週間、既存建築物防災点検や特殊建築物の

定期報告制度等の機会を利用した指導の実施 

・パンフレットの設置 

・公報等による啓発 

・ケーブルテレビによる啓発 

・全戸配布による支援策制度啓発 

・情報の提供（地震防災マップ等） 

・防災関連機関や地元自治会との連携 

 地元自治会 

・各種情報の周知（パンフレットの配布等） 

・広報等による啓発・周知 

・地域の危険箇所の点検等地域防災対策の推進 

 建築関係団体 
・パンフレットの設置 

・既存建築物の耐震窓口の開設 

 

 技術者の育成・登録 

 診断員の養成 

  

 滋賀県 

 建築関係団体 

 (一財)滋賀県建築住宅センター 

・木造住宅耐震診断員養成講習会の開催 

・建築技術者講習会の開催 

・木造住宅耐震改修工事講習会の開催 

・受講者の登録、県民への情報提供 

・木造住宅耐震改修工法講習会の開催（安価な工法の推

進） 

  

 耐震診断 

 滋賀県 

・市町木造住宅耐震診断員派遣事業への支援 

・市町既存民間建築物耐震診断促進事業への支援 

・事業手法に応じた診断法の検討（伝統構法等） 

・市町木造住宅耐震補強案作成事業への支援 

 東近江市 

・木造住宅耐震診断員派遣事業の実施 

・既存民間建築物耐震診断促進事業の実施 

・市町木造住宅耐震補強案作成事業の実施 

 (一財)滋賀県建築住宅センター 
・木造住宅耐震診断員派遣事業の受託 

・市町木造住宅耐震補強案作成の受託 

 耐震改修計画の認定 
 滋賀県 

・認定制度の普及 

・耐震改修計画の認定 

 耐震改修検討委員会 ・耐震改修計画の内容について検討 

 耐震改修 

 滋賀県 

・市町木造住宅耐震改修事業への支援 

・改修技術、工法等の検討 

・市町既存ブロック塀耐震対策等事業への支援 

 東近江市 
・木造住宅耐震改修事業の実施 

・既存ブロック塀耐震対策等事業の実施 

 重点地区の 

 耐震性能の向上 

 滋賀県 ・市町との協議、連携 

 東近江市 

・指導・啓発 

・重点地区の選定 

・重点地区の整備の検討、指導、啓発 

 重要建築物の 

 耐震性能の向上 

 滋賀県 ・県有建築物の耐震診断・改修の推進 

 東近江市 

・啓発、指導、指示等 

・市所有の公共建築物の台帳整備（進行管理） 

・市所有の公共建築物の耐震診断・改修の促進 

・特定既存耐震不適格建築物等の台帳整備（進行管理） 
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3－2 耐震診断・耐震改修の促進を図るための支援策の概要 

市民に対し既存建築物の耐震診断及び耐震改修の普及・啓発に積極的に取り組むととも

に、国の住宅・建築物耐震改修等事業補助金を活用しながら、既存建築物の耐震改修の促

進を図ります。 

また、耐震診断や耐震改修に対する融資制度や税の優遇措置、耐震改修促進法による建

築基準法の特例措置といった支援策の周知を図っていきます。 

 

表 3－2 耐震診断・耐震改修に対する助成措置 

事業名 
対象 内容 補助 

住宅 非住宅 診断 改修 国庫 その他 

東近江市木造住宅耐震診断員派遣事業 ○  ○  ○ ○ 

(県･市) 

東近江市既存民間建築物耐震診断 

補助金交付事業 
○ ○ 注 ○  ○ 

○ 

(県･市) 

東近江市木造住宅耐震改修事業 ○   ○ ○ 
○ 

(県･市) 

滋賀県要緊急安全確認大規模建築物耐

震化支援事業 
 ○  ○   

注 表 3-4 参照 

 

（1）東近江市木造住宅耐震診断員派遣事業（無料耐震診断）の概要 

旧耐震基準で建築された在来木造住宅（昭和 56 年 5 月以前着工）に対し、無料耐震診

断及び概算費用を算定するための補強案を作成する「耐震診断員派遣事業」を実施してい

ます。 

また、県に登録している診断員（建築士）を無料で派遣し、主に目視調査による診断を

行います。診断と合わせて概算費用を算出することにより、耐震改修を具体的に意識して

よう取り組んでいます。 

 

表 3－3 東近江市木造住宅耐震診断員派遣事業の制度概要（令和 3 年 3 月現在） 

 

 

対象建築物 補助基本額 補助率 

次のいずれにも該当する「木造住宅」  

・市内に存する住宅 

・昭和56年 5月 31日以前に着工され、完成しているもの 

・延べ面積の過半の部分が住宅の用に供されているもの 

・階数が2以下で、延べ面積が300㎡以下のもの 

・木造軸組工法で、枠組壁工法又は丸太組工法ではない住宅 

・大臣等の特別な認定を得た工法による住宅ではないもの 

（耐震診断） 

38,000 円／棟 
国 1／2 

県 1／4 

市 1／4 

 

（事業主体は市） 

（補強案作成） 

63,000 円／棟 
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（2）既存民間建築物耐震診断促進事業（東近江市既存民間建築物耐震診断補助金）

の概要 

昭和 56 年 5 月以前に着工された特定既存耐震不適格建築物及び住宅等に対し、耐震診

断費用を一部助成しています。 

 

表 3－4 既存民間建築物耐震診断促進事業の制度概要（令和 3 年 3 月現在） 

対象建築物 補助基本額 補助率 

・特定既存耐震不適格建築物(通行障害建築物以外は

現に使用しているものに限る。) 

・要緊急安全確認大規模建築物 

・要安全確認計画記載建築物(耐震改修促進法第 7 条

第 2 号に掲げる建築物を除き、通行障害建築物以

外は現に使用しているものに限る。) 

◇特定既存耐震不適格建築物 

◇要緊急安全確認大規模建築物 

◇要安全確認計画記載建築物  

耐震診断及び予備診断費用に 3 分の 2

を乗じて得た額 

上限：2,000,000 円/棟 
国 1/2 

県 1/4 

市 1/4 
・長屋及び共同住宅(原則として、既存耐震不適格建

築物である耐震不明建築物で、現に使用している

ものに限る。) 

◇長屋及び共同住宅  

基本補助額に 3 分の 2 を乗じて得た額 

上限：2,000,000 円/棟 

・一戸建ての住宅(原則として、既存耐震不適格建築

物である耐震不明建築物で、併用部分を含み、現

に使用しているものに限る。) 

◇一戸建て住宅 

基本補助額に 3 分の 2 を乗じて得た額 

上限：86,000 円/戸 

 

（3）東近江市木造住宅耐震改修事業の概要 

木造住宅耐震診断派遣事業（無料耐震診断）の結果、倒壊又は大破壊の危険性が高いと

判断された建築物を改修する場合、耐震改修に要する費用の一部について助成しています。 

 

表 3－5 東近江市木造住宅耐震改修事業の制度概要（令和 3 年 4 月時点） 

対象建築物 補助金額 補助率 

次のいずれにも該当する「木造住宅」  

・耐震診断の結果、評点が 0.7 未満と判断されたも

ので、耐震改修により、評点を 0.7 以上にする工事

であるもの。 

・滋賀県木造住宅耐震関連事業実施事業者登録講習

会修了者の名簿に登録された設計者・施工者によ

るものであるもの。 

総合支援メニュー適用の場合 

工事費の 80%（1 棟 100 万円を限度） 

 

※対象事業費の制約があります。 

国 1/2 

県 1/4 

市 1/4 

《併用可能な割増補助》 

○県産材利用耐震改修モデル事業費補助金 補助額 5 万円,10 万円,20 万円 

(県産材利用数量による) 

○主要道路沿い耐震改修割増事業費補助金 

○高齢者世帯耐震改修割増事業費補助金 

○市内事業者割増事業費補助金 

○子育て世帯耐震改修割増事業 

（平成 29 年度事業制度化） 

○避難経路バリアフリー化割増事業 

（平成 29 年度事業制度化） 

補助額 10 万円 

 

※対象事業費の制約があります。 
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（4）要緊急安全確認大規模建築物耐震化支援事業の概要 

要緊急安全確認大規模建築物のうち、大地震の発生時に避難所として活用される建築物に

対し、耐震改修等への補助を実施しています。 

 

表 3－6 要緊急安全確認大規模建築物耐震化支援事業の制度概要（令和 3 年 3 月現在） 

補助の種別 補助限度額 補助金の額 

耐震改修等(平成 28 年度事業制度化) 51,200 円／㎡以内 補助対象経費の 23％ 

 

（5）既存ブロック塀等耐震対策事業の概要 

県は市町と協力して、ブロック塀等の地震に対する安全性の向上を目的とするブロック塀

等の改修工事（撤去工事を含みます。）への補助を実施しています。 

 

表 3－7 既存ブロック塀等耐震対策事業の制度概要（令和 3 年 3 月現在） 

補助の種別 補助限度額 補助金の額 

耐震対策等(平成 30 年度事業制度化) 100,000 円／件以内 補助対象経費の 3 分の 2 

 

（6）耐震改修促進法による支援措置の概要 

耐震改修促進法第 17 条により、耐震改修計画の認定を受けた建築物について、以下の

支援措置が講じられていることから、これらの周知を図ります。 

【建築基準法に関する特例】 

○既存不適格建築物の制限の緩和 

既存不適格建築物について、一定の基準に適合する場合、耐震改修工事後も既存不適格

建築物として取り扱うことができます。 

○耐火建築物に関する制限の緩和 

耐震改修工事により、やむを得ず耐火建築物に関する規定に適合しなくなる場合、火災

を早期覚知できる一定の措置が講じられることにより、当該規定は適用されません。 

○建築確認手続の特例 

計画の認定をもって建築確認とみなされ、建築基準法の手続が簡素化されます。 

○耐震改修計画の認定基準の緩和及び容積率・建ぺい率の特例 

新たな耐震改修工法も認定可能になるよう、耐震改修計画の認定制度について対象工事

拡大及び容積率・建ぺい率の特例措置が拡充されました。 
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（7）税制等の優遇措置の活用 

建物所有者の負担を軽減するための国の税制優遇措置、保険料の軽減措置等について、

パンフレット等により周知します。 

 

表 3－8 税制優遇措置の概要（平成 28 年現在） 

 

表 3－9 地震保険割引拡大の概要 

種  別 概  要 割引率 

建築年割引率 
 
（契約開始日が 
平成 13年 10月 1日以降） 

対象建物が昭和 56 年 6 月 1 日以降に新築された建物で
ある場合 

10％ 

耐震等級割引率 
 
（契約開始日が 
平成 13年 10月 1日以降） 

対象建物が「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に
規定する日本住宅性能表示基準に定められた耐震等級 
(構造躯体の倒壊等防止) 又は国土交通省の定める「耐
震診断による耐震等級 (構造躯体の倒壊等防止) の評
価指針」に定められた耐震等級を有している場合 

耐震等級 1 10％ 

耐震等級 2 30％ 

耐震等級 3 50％ 

免震建築物割引率 
 
（契約開始日が 
平成 19年 10月 1日以降） 

対象物件が「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に
基づく「免震建築物」である場合 

50％ 

耐震診断割引率 
 
（契約開始日が 
平成 19年 10月 1日以降） 

地方公共団体等による耐震診断又は耐震改修の結果、建
築基準法（昭和 56 年 6 月 1 日施行）における耐震基準
を満たす場合 

10％ 

注：詳しくは、各損害保険会社の相談窓口又は代理店にご相談下さい。 

資料：財務省 

 

 

 

 

 

対象 主な要件 

住宅 

所得税 

 個人が平成 31 年 6 月 30 日までに、市内において旧耐震基準（昭和 56 年 5 月 31 日ま

での耐震基準）により建設された住宅の耐震改修工事を行った場合 

・当該耐震改修工事に要した費用の 10％相当額（25 万円を上限）を所得税から控除 

固定資産税 

 個人が平成 30 年 3 月 31 日までに、旧耐震基準により建設された住宅の耐震改修工事

（工事費用 50 万円以上のもの）を行った場合 

・当該住宅 120 ㎡相当部分につき、翌年度の固定資産税を 1/2 減額（資産税課への申請

が必要です。） 

※避難路沿道等の通行障害建築物に該当するものは、2 年度分に適用 
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3－3 安心して耐震改修を行うことができるようにするための環境整備 

県及び建築関係団体等と連携し、制度や仕組みを活用しながら、市民が安心して耐震改

修できる仕組みづくりに取り組みます。 

 

（1）相談体制の整備 

県や関係団体との連携を図り、耐震診断、耐震改修、住宅リフォームや耐震補強などに

関する面接相談などを通し、市民が身近に感じられ、安心して相談できる体制の整備に努

めます。また、公民館等の市民に身近な施設を活用して耐震診断・耐震改修等に関する相

談会の開催や、多様な機会、手段を活用した相談体制の整備に努めます。 

 

（2）情報提供のホームページ 

現在、耐震診断申込書等の各種申請書類を本市のホームページにより提供しています。

今後、地震の基礎知識や（一財）日本建築防災協会とリンクした「誰でもできるわが家の

耐震診断」など、住宅所有者の最も身近な情報提供の場となるよう、耐震化に関する本市

のホームページの内容を充実し、耐震診断、耐震改修の促進を図ります。 

 

（3）事業者情報等の情報提供の拡充 

リフォーム事業者、工務店は、市民が改修工事を行うときの最も身近な存在です。 

一方、「悪質リフォーム」の問題があり、必ずしも安心して住宅リフォームや耐震補強

などの耐震改修を行うことができる状況にはありません。 

今後、事業者に対する市民の不安を解消するため、耐震診断等の担当窓口を設置してお

り、県や関係団体と連携し、木造住宅耐震・バリアフリー改修工事講習会修了者の登録名

簿（設計者・施工者）を担当窓口やホームページで公開しています。 

また、木造住宅の耐震補強工法や改修事例などの情報を紹介します。 

 

・東近江市ホームページ http://www.city.higashiomi.shiga.jp/ 

・滋賀県ホームページ  http://www.pref.shiga.lg.jp/ 

・国土交通省 耐震支援ポータルサイト 

http://www.kenchiku-bosai.or.jp/portal/index.html 

・日本建築防災協会 ホームページ http://www.kenchiku-bosai.or.jp/ 

http://www.city.higashiomi.shiga.jp/
http://www.pref.shiga.lg.jp/
http://www.kenchiku-bosai.or.jp/portal/index.html
http://www.kenchiku-bosai.or.jp/
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3－4 地震時の建築物の総合的な安全対策に関する事業の概要 

ブロック塀の倒壊防止対策、窓ガラス等の落下防止対策等については、建築確認申請時

において指導するほか、防災点検等における指導を行います。 

また、住宅はまちを構成している要素であり、住宅の耐震化によって沿道建築物の倒壊

による道路閉塞を防ぐことにより、避難路における円滑な通行を確保できることから、住

宅の耐震化を地域防災の重要課題と捉え、自治会等が主体となった取組への支援や啓発を

行います。 

 

（1）ブロック塀等の安全対策 

地震によって塀が倒れると、死傷者が出る恐れがあるばかりでなく、地震後の避難や救

助・消火活動にも支障が生じる可能性があることから、ブロック塀等の安全対策を行って

いく必要があります。 

具体的な取組として、パンフレット等を通じて、ブロック塀のほか、ベランダ等の危険

度の自己チェックと点検や補強手法、簡易耐震診断方法に関する情報提供を行い、市民意

識の向上を図るとともに、耐震性の不足するブロック屏等の除却・改修を促進するための

支援事業を実施します。支援事業の対象を避難路等と位置付け以下の通りとします。 

①通学路 

②住宅や事業所等から東近江市地域防災計画に定める避難所へ至る通路 

③東近江市既存建築物耐震改修促進計画に定める第 1 次から第 3 次緊急輸送道路 

また、施工者団体に対して適正な施工についての啓発や要請をします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）窓ガラス、天井落下防止対策等について 

人の通行が多い沿道や避難路沿いにある建築物については、パンフレット等を通じて、

窓ガラスに飛散防止フイルムを張ることや、外壁に使われているタイルや屋外広告物等の

落下防止対策などの地震対策についての普及、啓発を行います。平成 23 年 3 月 11 日に発

生した東日本大震災を受けて、特定天井に対する脱落防止対策を講ずることが定められて

おり、不特定多数の人が利用する大規模空間を持つ建築物については、天井崩落対策など

の安全対策措置を講じるよう、建築物の所有者、管理者に対し啓発・指導を行います。 

図 3－1 ブロック塀、石垣の補強例 

資料：総務省消防庁ＨＰより 
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（3）エレベーターの地震防災対策 

平成23年3月に発生した東日本大震災ではエレベーターの釣合おもりの脱落やレールの

変形等が複数箇所で発生しました。これを受けて建築基準法施行令が平成26年に改正され、

釣合おもりの脱落防止構造の強化や、地震に対する構造上の安全性を確かめるための構造

計算の規定が追加されるなど、エレベーターの脱落防止対策に関する規定が定められまし

た。 

また、現行指針に適合していない既存のエレベーターについては、建築基準法による定

期検査の機会を活用し、建築物の所有者、管理者等に対し、耐震安全性の確保、地震時管

制運転装置の設置、閉じこめが生じた場合に早期に救出できる体制整備等、現行指針にお

ける地震防災対策に関する情報提供を行うように努めます。 

 

《現行指針に適合しないエレベーター対策》 
・エレベーターの耐震安全性の確保 
・地震時管制運転装置の設置 
・閉じ込めが生じた場合に早期に救出できる体制整備 
・平常時における地震時のエレベーターの運行方法等の情報提供や地震時の閉じ込めが生

じた際におけるかご内や乗り場での適切な情報提供 

 

表 3－10 「エレベーターの地震防災対策の推進について」の報告概要 

エレベーターの地震防災対策の推進 

基本的考え方 

・エレベーターの耐震安全性の確保 

・「地震時管制運転装置」の確実な作動 

・早期救出・復旧体制の整備等 
・適時適切な情報提供・情報共有 

早急に講ずべき

施策 

・閉じ込め防止のため「地震時管制運転装置」の設置推進 

・ドア開放検知による安全装置等の改良等 

・「閉じ込め時リスタート運転機能」の開発 

・保守会社への連絡手段の多様化 

・閉じ込め現場への迅速な移動手段の確保等保守会社の体制整備 

・消防隊員の実践研修の制度化や乗り場側ドアの開錠キーの消防機関へ

の提供等、閉じ込め救出における消防との連携推進 

・原則「1 ビル 1 台」の早期復旧のための環境整備 
・閉じ込められた場合の対処方法等の利用者への周知、適時適切な情報

提供等 

資料：国土交通省 社会資本整備審議会建築分科会 

 

（4）エスカレーターの地震防災対策 

平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災において、エスカレーターの脱落が発生しまし

た。これを受け平成 25 年 7 月に「建築基準法施行令を改正する政令」が公布され、エス

カレーターの脱落防止対策に関する建築基準法施行令、告示が以下の項目のように制定及

び一部改正されました。 

 ・十分な「かかり代」を設ける構造方法 
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 ・脱落防止措置（バックアップ措置）を講じる構造方法 

以上の法の改正内容を、建築物の所有者、管理者等に対し周知し、安全対策措置を講じ

るよう指導します。 

（5）家具の転倒防止対策 

住宅の倒壊に合わせて阪神・淡路大震災では、家具の転倒により負傷された例も多く報

告されています。また、避難や救助の妨げになることも想定され、事前に対策を行うこと

が必要と考えられます。本市では、住宅内部での身近な地震対策として、家具の転倒防止

に関するパンフレット等の配布により効果的な家具の固定方法等について市民に普及徹

底を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）耐震シェルター等の設置 

市では、耐震シェルターや防災ベッドの設置にかかる費用の補助を行っています。 

住宅の耐震改修が困難な住宅所有者に対して、地震発生時に家屋が倒壊しても、安全な

空間を確保し、命を守ることができるよう、制度の周知と活用を啓発します。 

 

表 3－9 耐震シェルター普及事業の概要 

概  要 

地震による住宅の倒壊から生命を守るため、安全な空間を比較的安くて簡単

に確保できる耐震シェルタ－や防災ベッドの設置にかかる費用の一部を助成し

ます。 

対  象 
昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工され、完成している木造住宅で、耐震診断に

より構造評点 0.7 未満と診断された住宅 

対象経費 耐震シェルタ－等の本体及びその設置に要する経費 

補助金額 20 万円／戸を限度 

 

 

資料：東近江市防災マップ 

図 3－2 家具の転倒防止の例 
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3－5 地震発生時に通行を確保すべき道路に関する事項 

滋賀県緊急輸送道路ネットワーク計画書で定める第 1 次、第 2 次緊急輸送道路のほか、

東近江市地域防災計画で定める第 3 次緊急輸送道路を、法 6 条第 3 項第 2 号で定める「通

行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路」として指定します。道路に接する通行

障害建築物の所有者には、耐震診断及び耐震改修の努力義務について指導を行い、地震発

生時の通行を確保し、多数の者の円滑な避難を妨げることのないよう沿道の耐震化を推進

します。 

 

表 3－10 緊急輸送道路 

１． 第１次緊急輸送道路 

種別 路  線  名 種別 路  線  名 

国道 一般国道 8 号 一般県道 雨降野今在家八日市線 

国道 一般国道 421 号 市道 緑町線 

高速道路 名神高速道路   

２． 第２次緊急輸送道路 

種別 路  線  名 種別 路  線  名 

国道 一般国道 307 号 一般県道 今簗瀬線 

国道 一般国道 421 号 東近江市道 北町屋金堂線 

主要地方道 大津能登川長浜線 東近江市道 桜川西赤坂線 

主要地方道 彦根八日市甲西線 東近江市道 妹市ケ原線 

主要地方道 彦根近江八幡線 東近江市道 八日市芝原線 

主要地方道 石原八日市線 東近江市道 きぬがさ街道線 

一般県道 桜川西竜王線 東近江市道 塚本石馬寺線 

一般県道 佐生五個荘線 東近江市道 小田苅御幸橋線 

一般県道 湖東彦根線 東近江市道 神郷 1 号線 

３． 第３次緊急輸送道路 

種別 路  線  名 種別 路  線  名 

一般国道 一般国道 421 号 主要地方道 多賀永源寺線 

一般国道 一般国道 477 号 主要地方道 大津能登川長浜線 

主要地方道 栗見八日市線 主要地方道 土山蒲生近江八幡線 
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種別 路  線  名 種別 路  線  名 

主要地方道 湖東愛知川線 東近江市道 山ノ手線 

主要地方道 石原八日市線 東近江市道 山上上二俣線 

主要地方道 八日市蒲生線 東近江市道 芝原野村線 

主要地方道 彦根八日市甲西線 東近江市道 小田苅愛東線 

一般県道 雨降野今在家八日市線 東近江市道 小幡竜田線 

一般県道 横溝秦荘線 東近江市道 小脇線 

一般県道 外八日市線 東近江市道 上中緑町小今線 

一般県道 五個荘八日市線 東近江市道 新六ッ木線 

一般県道 甲津畑山上線 東近江市道 曽根小田苅線 

一般県道 高木八日市線 東近江市道 大同川線 

一般県道 佐生今線 東近江市道 池之尻平尾線 

一般県道 桜川西中在寺線 東近江市道 竹鼻相生線 

一般県道 桜川西竜王線 東近江市道 長谷野布施線 

一般県道 相谷原杣線 東近江市道 能登川須田線 

一般県道 中里山上日野線 東近江市道 能登川高校線 

一般県道 百済寺甲上岸本線 東近江市道 八日市芝原線 

一般県道 福堂今線 東近江市道 北花沢愛知川線 

一般県道 目加田湖東線 東近江市道 妹市ヶ原線 

一般県道 柳川能登川線 東近江市道 野口上羽田線 

一般県道 佐生五個荘線 東近江市道 竜田石塚線 

東近江市道 学校環状線 東近江市道 緑町線 

東近江市道 金堂簗瀬線 東近江市道 鈴大塚線 

東近江市道 桜川石塔線 東近江市道 青野日野線 

東近江市道 山路本町線 東近江市道 神郷 1 号線 

東近江市道 桜川東畑田線   

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 第 1 次、第 2 次緊急輸送道路及び第 3 次緊急輸送道路 
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3－6 地震に伴う崖崩れ等による建築物の被害の軽減対策 

地震に伴う崖崩れ等による建築物の被害を軽減するため、減災対策を実施する必要性の

高い区域を抽出し、対策を行っていく必要があります。 

本市では、土砂災害が発生するおそれのある区域として、土砂災害警戒区域、土砂災害

危険箇所を示したマップを作成し、防災マップや本市ホームページで情報提供を行ってい

ます。今後も、土砂災害に関する情報提供を行うとともに、災害への備えを呼びかけてい

きます。 
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4 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識

の普及に関する事項 
 

4－1 防災マップの周知・啓発 

建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及を図るために、「東近

江市防災マップ」を作成しており、「東近江市防災マップ（地震編）」の中では、地盤の揺

れやすさや震災時の危険度等を明示した「地震ハザードマップ」を公表しています。 

地震ハザードマップは、地震被害の発生見通しと避難方法等に関する情報を住民にわか

りやすく事前に提供することによって、平常時からの防災意識の向上と住宅･建築物の耐

震化を促進する効果が期待されます。 

「東近江市防災マップ（地震編）」の市民への配布やインターネット等により広く市民

に周知し、地震時の危険性認識と防災意識の高揚や地域の防災性の向上など、地震への備

えに関する必要性の普及啓発を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 東近江市防災マップ 
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4－2 相談体制の整備及び情報提供の充実 

チラシの自治会回覧等を通じて木造住宅無料耐震診断の案内等を行っています。 

また、「東近江市木造住宅耐震診断員派遣事業」「東近江市木造住宅耐震・バリアフリー

改修事業」等に関する具体的な支援方策について、県や関係機関と連携を図り、充分な情

報提供と制度活用への誘導を図ります。 

 

4－3 パンフレットの作成・配布、講習会・出前講座の開催 

県や関係機関と連携して、建築物の所有者に対して建築物の地震に対する安全性の向上

に関する啓発及び知識の普及を積極的に推進するため、耐震診断、耐震改修に関する事業

の推進に資するためのパンフレットを作成し、市民への配布等を行います。 

特に、耐震診断を受けていない建築主へのパンフレットの配布を通して、耐震診断、耐

震改修の実施を促す等、耐震化に向けた施策を強力に進めます。 

また、県や建築関係団体等と連携して、市民や建築物所有者向けの耐震改修等に関する

講習会、出前講座を開催し、啓発及び知識の普及の推進に努めます。さらに、各種の情報

メディアを活用した啓発事業等により、住宅の耐震診断、耐震改修に関する情報発信を積

極的に進めます。 

 

（1）防災点検・パトロール 

防災点検や定期報告のない建築物のパトロール等の機会を通じて、地震防災対策の推進

について、所有者、管理者等へ啓発、指導を行います。 

 

（2）防災訓練 

毎年 9 月 1 日を中心に総合防災訓練、各自治会では自主防災組織等により防災訓練を実

施しているところであり、このような機会を通じて建築物の地震防災対策に対する意識高

揚に努めます。 

 

（3）定期報告制度の活用 

建築基準法第 12 条に基づく定期報告の機会を活用し、地震防災対策を積極的に行って

いくよう、特殊建築物の所有者、管理者等へ啓発、指導を行います。 

 

（4）講習会などの開催 

県等の関係団体と連携して市民や建築物所有者に向けて耐震診断・耐震改修の講習会な

どの開催し、耐震啓発のパンフレット等を活用して耐震化に対する意識啓発に努めます。

また、自治会等の要請に応じて出前講座等を開催して地域に根ざした耐震化の啓発活動を

推進します。 
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4－4 耐震診断・耐震改修技術者の育成・登録の推進 

現在実施している無料木造住宅耐震診断員派遣制度に基づく耐震診断員の新規登録の

促進や、耐震診断員の技術向上に向けた講習会等を誘致するなど、建築技術者の知識の

向上を図ります。 

また、本市の窓口において、「滋賀県木造住宅耐震・バリアフリー改修事業」により、

講習を受けた事業者等の名簿を公表し、技術者の紹介や情報提供を推進していきます。 

 

4－5 減災教育による人材育成 

今後、学校の総合学習の時間等を活用した減災教育を新たな試みとし、減災を担う人材

育成の実施を検討します。 

減災意識の啓発と地震に強い地域づくり、人づくりを推進するために、県や建築関連団

体等と連携し、減災教育の講師派遣等の支援を行います。 

 

4－6 リフォームに併せた耐震改修の誘導 

木造住宅耐震診断員派遣制度（無料耐震診断）に基づく耐震診断員の新規登録の促進等、

建築技術者の知識の向上を図ります。 

また、県と連携した「東近江市木造住宅耐震・バリアフリー改修事業」により、講習を

受けて登録された設計者、施工者の名前の公表、本市の相談窓口における登録者名簿の

閲覧等を通じて、身近な技術者の紹介や情報提供に努めます。 

さらに、「東近江市地域経済活性化対策住宅リフォーム促進事業」により耐震改修工事

を含めた住宅リフォーム工事に対しても補助を行っています。 

住宅のバリアフリー・リフォームの機会に併せて耐震改修を行うことは、費用や手間の

面で効率的です。実際の工事事例を紹介し、耐震診断、耐震改修の実施に関する指導、

助言を行うなど、事業者と連携した働きかけを検討していきます。 

日本住宅保証検査機構のリフォーム瑕疵保険について、周知と活用促進を図り、リフォ

ーム工事を安心して行えるようにすることで、それと併せた耐震改修工事の促進を図り

ます。 

 

4－7 自治会等との連携（取組支援策） 

地震防災対策は、住宅・建築物の所有者等が自らの問題、地域の問題として意識を持

って取り組むことが大切です。 

このことから、自治会等と連携した防災活動を実施するなど、地域住民の意識高揚に

努めます。また、本市は、県、他市町、各種関係団体による調整会議において、相互の

情報共有を図ります。 
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5 法に基づく指導や命令等 
 

5－1 耐震改修促進法による指導等の実施 

市内の特定既存耐震不適格建築物、要安全確認計画記載建築物及び要緊急安全確認大規

模建築物の状況を調査します。また、耐震診断が義務付けられている要緊急安全確認大規

模建築物と要安全確認計画記載建築物の所有者からの耐震診断の報告を受け、結果を公表

します。 

また、これらの所有者に対して耐震改修促進法に基づく指導、助言※1を実施するよう努

めます。さらに、指導、助言に従わない場合、又は指示対象建築物※2等については、必要

に応じて指示を行います。なお、指示を受けた所有者が正当な理由がなく、その指示に従

わなかった場合には、公表を行うなどの措置を講じます。 

市が優先的に指導等を行うべき建築物の選定については、災害時に重要な機能を果たす

建築物、不特定多数の者が利用する建築物、耐震診断結果が著しく低い建築物等の基準に

より行います。 

公表※3の方法については、市の広報、報道発表、ホームページの活用等により行います。 

 

 

 

 

 

（1）耐震診断が義務付けられている建築物 

1）耐震診断命令の方法 

診断に対する「命令」は、耐震改修促進法第 8 条第 1 項、第 2 項及び附則第 3 条第 3 項

に基づき、対象となる建築物の所有者に対して診断を実施しない場合には、診断結果を報

告するよう命令し、市の広報やホームページへの掲載により公表します。 

 

2）耐震診断又は耐震改修の指導及び助言の方法 

「指導」及び「助言」は、耐震改修促進法第 12 条第 1 項及び附則第 3 条第 3 項に基づ

き、既存建築物の耐震診断、耐震改修の必要性を説明して、耐震診断等の実施を促し、そ

の実施に関して相談に応ずる方法で行います。また、特に耐震診断等の必要な地域の住民

に対しては、地域を対象とした説明会を通して行うこともあります。 

 

※1 耐震改修促進法第12条第1項、第15条第1項、附則3条3項による 

※2 耐震改修促進法第12条第2項、第15条第2項、附則3条3項による 

※3 耐震改修促進法第 12 条第 3 項、第 15 条第 3 項、附則 3 条 3 項による 
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3）耐震診断又は耐震改修の指示の方法 

「指示」は、耐震改修促進法第 12 条第 2 項及び附則第 3 条第 3 項に基づき、指導及び

助言のみでは、耐震診断、耐震改修を実施しない場合においてその実施を促し、さらに協

力が得られない場合には、具体的に実施すべき事項を明確にした指示書を交付する等の方

法で行います。 

 

4）耐震診断又は耐震改修の指示に従わないときの公表の方法 

「公表」は、耐震改修促進法第 12 条第 3 項及び附則第 3 条第 3 項に基づき、「正当な理

由」がなく耐震診断又は耐震改修の「指示」に従わないときに行います。 

なお、建築物の所有者が指示を受けて直ちに指示の内容を実施しない場合であっても、

耐震診断や耐震改修の実施計画を策定し、計画的な判断、改修が確実に行われる見込みが

ある場合などについては、その計画等を考慮し、公表するか否かの判断をします。 

「公表の方法」については、法に基づく公表であることを明確にするとともに、市民に

広く周知するため、本市の広報やホームページへの掲載などにより行います。 

 

表 5－1 診断が義務付けられる建築物（要安全確認計画記載建築物等） 

法 用途 備考 

法第 5 条

第 3 項 

第 1 号 

防災拠点 

建築物 

大規模災害が発生した場合、その利用を確保する

ことが公益上必要となる建築物 

庁舎、避難場所等の防災

拠点建築物 

法第 5 条

第 3 項 

第 2 号 

法第 6 条 

第 3 項 

第 1 号 

避難路沿道

建築物 

地震によって倒壊した場合において、その敷地に

接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難

を困難とするおそれがあり、その敷地が耐震改修

促進計画に記載された道路に接する建築物 

前面道路幅員の 1/2 以

上の高さの建築物（道路

幅員が 12m 以下の場合

は 6m 以上） 
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表 5－2 診断が義務付けられる建築物（要緊急安全確認大規模建築物）  

用途 要緊急安全確認大規模建築物の規模要件 

幼稚園、保育所 階数２以上かつ 1,500 ㎡以上 

小

学

校

等 

小学校、中学校、中等教育学校の 

前期課程、盲学校、聾学校若しくは養護学校 

階数２以上かつ 3,000 ㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

老人ホーム、老人短期入所施設、身体障害者福祉ホー

ムその他これらに類するもの 
階数２以上かつ 5,000 ㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体 

障害者福祉センターその他これらに類するもの 

学

校 
第２号以外の学校 - 

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類

する運動施設 

階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 
病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場 - 

百貨店、マーケットその他物品販売業を営む店舗 
階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿 - 

事務所 - 

博物館、美術館、図書館 

階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンス

ホールその他これらに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類する

サービス業を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築

物を除く。） 
- 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成

する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供するもの 

階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 
自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車

のための施設 

郵便局、保健所、税務署その他これらに類する公益上

必要な建築物 

体育館（一般公共の用に供されるもの） 階数１以上かつ 5,000 ㎡以上 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 
5,000 ㎡以上かつ境界線から一定距離以内

に存ずる建築物 
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（2）特定既存耐震不適格建築物 

1）耐震診断又は耐震改修の指導及び助言の方法 

「指導」及び「助言」は、耐震改修促進法第 15 条第 1 項及び第 16 条第 2 項に基づき、

既存建築物の耐震診断、耐震改修の必要性を説明して、耐震診断等の実施を促し、その実

施に関して相談に応ずる方法で行います。また、特に耐震診断等の必要な地域の住民に対

しては、地域を対象とした説明会を通して行うこともあります。 

 

2）耐震診断又は耐震改修の指示の方法 

「指示」は、下記の建築物について、指導及び助言のみでは耐震診断、耐震改修を実施

しない場合においてその実施を促し、それでも協力が得られない場合には、具体的に実施

すべき事項を明確にした指示書を交付する等の方法で行います。 

○ 耐震診断を指示する建築物 

耐震改修促進法第 15 条第 2 項に基づく建築物 

（表 5－3「耐震改修促進法第 15 条第 2 項の指示対象建築物」欄を参照） 

○ 耐震改修を指示する建築物 

「耐震診断を指示する建築物」のうち、ランク 2・3 の建築物 

（表 5－4「指示する建築物」、「改修」の欄を参照） 

（また、ランクについては、表 5－5 の各ランクの建築物の耐震性能を参照） 

 

3）耐震診断又は耐震改修の指示に従わないときの公表の方法 

「公表」は、下記の建築物について「正当な理由」がなく、耐震診断又は耐震改修の「指

示」に従わないときに行います。 

なお、建築物の所有者が指示を受けて直ちに指示の内容を実施しない場合であっても、

耐震診断や耐震改修の実施計画を策定し、計画的な判断、改修が確実に行われる見込みが

ある場合などについては、その計画等を考慮し、公表するか否かの判断をします。 

「公表の方法」については、法に基づく公表であることを明確にするとともに、市民に

広く周知するため、本市の広報やホームページへの掲載などにより行います。 

○ 耐震診断の指示に従わないために公表する建築物 

・昭和 56 年に改正された建築基準法の構造基準を満足していない建築物 

・所管行政庁の長が特に必要と認めた建築物 

○ 耐震改修の指示に従わないために公表する建築物 

・ランク 2・3 の①災害時に重要な機能を果たす建築物 

・ランク 3 の②不特定多数の者が利用する建築物と③危険物の貯蔵場又は処理場の用途

に供する建築物 
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表 5－3 特定既存耐震不適格建築物の一覧表 

法 

法令

第6条

第2項 

用途 

法第14条の所有者の努力義務

及び法第 15 条第 1 項の「指

導・助言」対象建築物 

法第 15条第 2項

の「指示」対象

建築物 

法

第

14

条

第

1

号 

第 1 号 幼稚園、保育所 階数２以上かつ 500 ㎡以上 
階数２以上かつ

750 ㎡以上 

第 2 号 

小

学

校

等 

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程

若しくは特別支援学校 

階数２以上かつ 1,000 ㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

階数２以上かつ

1,500 ㎡以上 

※屋内運動場の

面積を含む 

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 
階数２以上かつ 1,000 ㎡以上 

階数２以上かつ

2,000 ㎡以上 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者

福祉センターその他これらに類するもの 

第 3 号 

学

校 
第２号以外の学校 

階数３以上かつ 1,000 ㎡以上 

 

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これ

らに類する運動施設 

階数３以上かつ

2,000 ㎡以上 

病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場  

百貨店、マーケットその他物品販売業を営む店

舗 
階数３以上かつ

2,000 ㎡以上 
ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿  

事務所  

博物館、美術館、図書館 

階数３以上かつ

2,000 ㎡以上 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これらに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに

類するサービス業を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵又は処理場の用途に供する

建築物を除く。） 
 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場

を構成する建築物で旅客の乗降又は待合の用に

供するもの 
階数３以上かつ

2,000 ㎡以上 
自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又

は駐車のための施設 

郵便局、保健所、税務署その他これらに類する

公益上必要な建築物 

第 4 号 体育館（一般公共の用に供されるもの） 階数１以上かつ 1,000 ㎡以上 
階数１以上かつ

2,000 ㎡以上 

法第 14 条 

第 2 号 

危険物の貯蔵場又は 

処理場の用途に供する建築物 

政令で定める数量以上の危険

物を貯蔵、処理する全ての建

築物 

500 ㎡以上 

法第 14 条 

第 3 号 

地震によって倒壊した場合においてその敷地に

接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避

難を困難とするおそれがあり、その敷地が耐震

改修促進計画に記載された道路に接する建築物 

前面道路幅員の 1/2 以上の高

さの建築物（道路幅員が 12m

以下の場合は 6m 以上） 
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表 5－4 耐震改修促進法第 15 条第 2 項に掲げられる耐震改修の指示等を行う建築物の選定基準 

法 用途  
指示する 

建築物 

公表する 

建築物 

(指示したもの

に限る) 

建築基準法に基

づき勧告・命令 

する建築物 

(原則、公表した

ものに限る) 

法
第
１
５
条
第
２
項
の
特
定
建
築
物 

①
災
害
時
に
重
要
な
機
能
を
果
た
す
建
築
物 

ア 
災害応急対策全般の企画

立案、調整等を行う施設 

県庁、市役所、町役場、消防署、

警察署、郵便局、保健所、税務署

その他これらに類する公益上必

要な建築物 診
断 

法第 15

条 第 ２

項 の 特

定 建 築

物 

昭和 56 年以

前の建築物 

所管行政庁

の長が特に

必要と認め

た建築物 

－ 

イ 
住民の避難所等として 

使用される施設 

小・中学校、盲学校、聾学校若し

くは養護学校等 

集会場・公民館・体育館 

幼稚園・保育所など 

改
修 

ラ ン ク

２・３の

建築物 

ランク２・３

の建築物 

ランク３の 

建築物 

ウ 救急医療等を行う施設 病院・診療所 

エ 
災害時要援護者を保護、 

入所している施設 

老人ホーム、老人短期入所施設、

児童厚生施設、身体障害者福祉ホ

ーム等 

オ 交通の拠点となる施設 

車両の停車場又は船舶の発着場

を構成する建築物で旅客の乗降

又は待合の用に供するもの 

②不特定多数の者が利用する建築

物 

百貨店、マーケットその他物品販

売業を営む店舗 

診
断 

法第 15

条 第 ２

項 の 特

定 建 築

物 

昭和 56 年以

前の建築物 

所管行政庁

の長が特に

必要と認め

た建築物 

－ 

ホテル・旅館 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

博物館、美術館、図書館 

展示場 

飲食店、キャバレー、料理店、 

ナイトクラブ等 

改
修 

ラ ン ク

２・３の

建築物 

ランク３の

建築物 

ランク３の 

建築物 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行等 

遊技場 

ボーリング場、スケート場、 

水泳場等 

公衆浴場 

自動車車庫又は自転車の停留又

は駐車のための施設 

③危険物の貯蔵場又は処理場の 

用途に供する建築物 
－ 

 

表 5－5 各ランクの建築物の耐震性能  

 耐震性能 基準 

ランク１ 
所要の耐震安全性が確保されているが、

防災拠点としての機能確保が困難 

震度６強程度の地震で

倒壊は免れる 

Is が 0.6 以上、0.75 未満かつ、q が

1.0 以上、1.25 未満 

ランク２ 
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又

は崩壊する危険性がある。 

震度６強程度の地震で

倒壊するおそれ 
ランク３以外で、Is が 0.6 未満 

又は q が 1.0 未満 

ランク３ 
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又

は崩壊する危険性が高い。 
震度５強程度の地震で

倒壊するおそれ 
Is が 0.3 未満 

又は q が 0.5 未満 
注 1 Is:耐震診断で算出する構造耐震指標。建物の耐震性能をあらわす数値。0.6 以上は、震度６強程度まで安全と診断さ

れるが、震度７の場合は、0.75～0.9 程度必要となる。 

注 2 q:必要な保有水平耐力に対する保有水平耐力の比率。 

注 3 耐震性能の震度表記は、現行建築基準法の保有水平耐力の検討が、300～400gal（震度６強）であること、構造耐震

指標 Is=0.6 は現行建築基準法とほぼ同等であることから、一般に分かり易い震度表記とした。 
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5－2 建築基準法による勧告又は命令等の実施 

建築基準法第 10 条では、建築基準法第 6 条第 1 項第 1 号に掲げる建築物又は階数が 5

以上で延べ面積が 1,000 ㎡を超える建築物について、損傷、腐食その他の劣化が進み、そ

のまま放置すれば著しく保安上危険となると認める場合において、保安上必要な措置をと

ることを勧告、場合によっては命令することができるとしています。 

耐震改修の指示に従わないために公表した建築物で、建築基準法第 6 条第 1 項第 1 号に

掲げる建築物又は階数が 5 以上で延べ面積が 1,000 ㎡を超えるもののうち、震度 5 強程度

の地震で倒壊する恐れのある耐震性能ランク 3 の建築物に対して、建築基準法第 10 条に

基づき耐震改修を勧告し、従わない場合は、公表や命令等の措置を行います。 
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6 その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な

事項 
 

6－1 新たに建築される建物の耐震化  

新たに建築される住宅・建築物については、良質な建築物を確保する観点から、適切に

建築されるよう、建築基準法に基づく中間検査や完了検査の徹底を図ります。 

 

6－2 建替えを推進するための建築基準法の許可基準等の作成 

旧耐震基準建築物の建替えを進めることが、耐震化の最も有効な手段です。 

計画に際し、建築基準法で定める接道条件を満たさないことがあり、このことが建替え

の大きな障害となっています。このような場合にも、建築基準法第 43 条第 1 項に定める

ただし書許可によって建替え可能となる場合が多数存在します。 

建替え可能と判断できる内容を検討し、許可基準の見直しを行うことにより、建替の推

進を図ります。 

 

6－3 区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定 

耐震改修の必要性の認定を受けた区分所有建築物（マンション等）について、区分所有

法の特例により、大規模な耐震改修を行おうとする場合の決議要件が 4 分の 3 から 2 分の

1 に緩和され、合意形成が図りやすくなったことを周知します。 

 

6－4 耐震性に関わる表示制度の周知 

耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物について、その旨を表示できる制度を

周知します。 
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7 用語集 

 

【あ行】 

○Is 値 

Is 値とは『構造耐震指標』と呼ばれる、耐震診断で判断の基準となる値。一般的な Is

値の目安は以下の通り。（旧建設省告示） 

 Is 値 0.3 未満      破壊する危険性が高い 

 Is 値 0.3 以上 0.6 未満  破壊する危険性がある 

 Is 値 0.6 以上      破壊する危険性が低い 

 

【か行】 

○活断層 

最近の地質時代（第四紀：約 200 万年前から現在）に繰り返し動き、将来も活動する

ことが推定される断層。 

※「新編日本の活断層」（活断層研究会編、1991 年）による。 

 

○旧耐震基準 

「耐震基準」を参照 

 

○緊急輸送道路 

災害発生時に救助、救急、医療、消火ならびに緊急物資の輸送等を迅速かつ的確に実

施するため、あらかじめ県や市の地域防災計画で位置づけられている道路のこと。 

 

○建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法） 

阪神・淡路大震災の教訓をもとに平成 7 年 12 月 25 日に「建築物の耐震改修の促進に

関する法律（耐震改修促進法）」が施行され、新耐震基準を満たさない建築物について

積極的に耐震診断や改修を進めることとされました。さらに、平成 18 年 1 月 26 日の改

正により、大規模地震に備えて学校や病院などの建築物や住宅の耐震診断・改修を早急

に進めるため、数値目標を盛り込んだ計画の作成が都道府県に義務づけられました。 

また、平成 25 年 11 月 25 日の改正により、不特定多数の方が利用する建築物および避

難に配慮を必要とする人が利用する建築物、危険物の貯蔵等を行う建築物のうち大規模

なものについて、その所有者が耐震診断を行い所管行政庁に報告することが義務付けら

れ、所管行政庁がその結果を公表することとなった。 

 

○減災 

災害による人命、財産ならびに社会的・経済的混乱を減らすための試み。 
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【さ行】 

○在来木造住宅 

柱と梁を主とし、筋交いや構造用合板等で構造的な壁をつくる一般的な木造工法。 

 

○自然更新 

過去および現在の状況をもとに、意図的な施策などを図ることなく、将来どのような

状態になるのかを推測した時の値を意味している。 

 

○所管行政庁 

耐震改修促進法第２条第３項に定められているもので、滋賀県における所管行政庁は、

建築基準法による特定行政庁を指す。 

 

○地震ハザードマップ 

地震ハザードマップとは、地震災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化した

もので、予測される災害の発生地点、被害の拡大範囲および被害程度、さらには避難経

路、避難場所などの情報が既存の地図上に図示されているもの。 

 

○地震発生確率 

国の地震調査研究推進本部・地震調査委員会が、過去のデータから将来の地震発生確

率を統計的に予測した確率値。計算手法は、想定した地震が発生しない限り、発生確率

の値が時間の経過とともに増加する手法が用いられる。 

 

○住宅・土地統計調査 

我が国の住宅に関するもっとも基礎的な統計調査。 

住宅および世帯の居住状況の実態を把握し、その現状と推移を、全国および地域別に

明らかにすることを目的に、総務省(旧総務庁)統計局が 5 年ごとに実施しています。 

 

○新耐震基準 

「耐震基準」を参照 

 

【た行】 

○耐震診断 

住宅や建築物が地震に対してどの程度被害を受けるのかといった地震に対する強さ、

地震に対する安全性を評価すること。 

 

○耐震改修 

現行の耐震基準に適合しない建築物の地震に対する安全性の向上を目的として、増築、

改築、修繕若しくは模様替えまたは敷地の整備（擁壁の補強など）を行うこと。 
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○耐震基準 

宮城県沖地震（昭和 53 年 M7.4）等の経験から、昭和 56 年６月に建築基準法の耐震基

準が大幅に見直された。この基準を「新耐震基準」と呼び、その後、数度の見直しが行

われている。新耐震基準では、設計の目標として、大地震（関東大震災程度）に対して

は建築物の構造上の主要な部分にひび割れ等の損傷が生じても、人命に危害を及ぼすよ

うな倒壊等の被害を生じないこととしている。 

一方、建築基準法改正前の昭和 56 年５月以前の基準を「旧耐震基準」と呼び、大地震

に対する耐震性が不足しているとされる。阪神・淡路大震災では、旧耐震基準の建築物

に被害が集中している。 

 

○通行障害既存耐震不適格建築物 

地震により建物が倒壊した場合、地方自治体が指定する「災害時に通行を確保すべき

道路」の通行を妨げるおそれのある、前面道路幅員の 1/2 以上の高さの建築物（道路幅

員が 12m 以下の場合は 6m 以上）。 

 

○特定既存耐震不適格建築物 

「建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）」で定められている学校・

病院・ホテル・事務所等一定規模以上で多数の人々が利用する建築物、危険物の貯蔵場・

処理場および地震により倒壊し道路を閉塞させるおそれがある建築物のうち、昭和 56

年 5 月 31 日以前に着手されたもの。耐震診断・耐震改修に関する、所管行政庁による指

導・助言等の対象になる建築物。 

 

○特定天井 

６ｍ以上の高さにある、面積 200 ㎡以上、質量２kg/㎡以上の吊り天井で、人が日常利

用する場所に設置されているもの。 

 

【な行】 

○南海トラフ巨大地震 

日本列島が位置する大陸のプレートの下に、海洋プレートのフィリピン海プレートが

南側から年間数 cm 割合で沈み込んでいる場所を震源として発生する地震。この地震は

100～200 年間隔で繰り返し発生しており、今世紀前半に発生する可能性が高いと予想さ

れています。 

 

【は行】 

○バリアフリー 

日常生活や社会生活を営む上での障害（バリア）をなくすこと。住宅においては、床

の段差の解消、手すりの設置等がある。 
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○防災拠点建築物 

庁舎その他、大規模な地震が発生した場合に、その利用を確保することが公益上必要

な建築物として、都道府県の「耐震改修促進計画」に記載されたもの。 

 

【や行】 

○要安全確認計画記載記載建築物 

「建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）」で定められている、地

震により倒壊し道路をふさぐおそれがある建築物や都道府県が指定する防災拠点建築物

のうち、昭和 56 年 5 月 31 日以前に着手されたもの。 

また、この建築物には、耐震診断の結果の報告が義務づけられている。 

 

○要緊急安全確認大規模建築物 

「建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）」で定められている、一

定規模以上の不特定多数の者が利用する大規模建築物、避難に配慮が必要とされる人が

利用する建築物および危険物の貯蔵場・処理場のうち、昭和 56 年 5 月 31 日以前に着手

されたもの。 

また、この建築物には耐震診断の結果の報告が義務づけられている。 

 

【ら行】 

○ライフライン 

電気・ガス・水道等の公共公益設備や電話やインターネット等の通信設備、圏内外に

各種物品を搬出入する運送や人の移動に用いる鉄道等の物流機関など、都市機能を維持

し現代人が日常生活を送る上で必須となる諸設備の総称。 


